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財政の健全化を進めるために

　本
宮
市
に
は
、
平
成
19
年
当
時
、

公
共
施
設
の
整
備
や
工
業
団
地
の
造

成
事
業
な
ど
に
よ
る
多
額
の
借
入
金

が
残
っ
て
い
ま
し
た
。
市
民
の
皆
さ

ん
へ
の
サ
ー
ビ
ス
の
維
持
向
上
を
図

り
な
が
ら
こ
れ
ら
の
借
入
金
を
適
正

な
額
ま
で
減
ら
し
、
将
来
に
わ
た
っ

て
安
定
し
た
財
政
運
営
が
で
き
る
よ

う
に
、
平
成
20
年
3
月
に
「
本
宮
市

自
主
的
財
政
健
全
化
計
画
」
を
策
定

し
、
現
在
ま
で
こ
の
計
画
に
基
づ
き

財
政
の
健
全
化
に
向
け
た
取
組
み

を
着
実
に
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
で

す
。
途
中
、
1
回
目
の
見
直
し
を
平

成
20
年
12
月
に
行
い
、
今
回
が
2
回

目
の
見
直
し
と
な
り
ま
す
。
借
入
金

（
※
臨
時
財
政
対
策
債
を
除
く
）
の
残

高
に
つ
い
て
は
、
平
成
23
年
3
月
末

で
当
初
計
画
を
上
回
る
低
減
が
図
ら

れ
る
も
の
と
見
込
ま
れ
ま
す
。

　市
で
は
、
計
画
に
基
づ
き
、
財
政
健

全
化
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
お
り
、
本

宮
市
の
財
政
状
況
は
少
し
ず
つ
良
く

な
っ
て
き
て
い
ま
す
。

　し
か
し
、
景
気
の
低
迷
に
よ
る
市
税

収
入
の
減
少
や
国
か
ら
の
経
済
危
機
対

策
臨
時
交
付
金
等
の
交
付
に
よ
る
事
業

の
前
倒
し
や
新
規
事
業
の
実
施
な
ど
、

計
画
と
現
状
と
の
間
に
違
い
が
生
じ
て

き
ま
し
た
。

　さ
ら
に
、
中
学
生
ま
で
の
医
療
費
の

無
料
化
の
拡
大
、
公
立
学
校
等
施
設
耐

震
化
事
業
の
実
施
、
合
併
支
援
道
路
整

備
事
業
の
開
始
に
伴
う
事
業
の
実
施
な

ど
新
た
な
財
政
需
要
が
発
生
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
そ
れ
ら
の
内
容
を
含
め
た

計
画
の
見
直
し
が
必
要
と
な
っ
て
き
ま

し
た
。

　そ
こ
で
、
基
本
的
な
方
向
性
は
変
え

ず
に
、
内
容
の
一
部
を
改
訂
す
る
こ
と

と
し
ま
し
た
。
改
訂
に
あ
た
っ
て
は
、

人
口
推
計
の
見
直
し
、
社
会
経
済
状
況

の
変
化
を
勘
案
し
た
中
で
、
財
政
収
支

の
見
直
し
を
行
い
、「
本
宮
市
自
主
的
財

政
健
全
化
計
画

　第
2
次
改
訂
版
」を

策
定
し
ま
し
た
。

　そ
の
主
な
内
容
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

●
計
画
見
直
し
ま
で
の
経
過

●
計
画
見
直
し
の
理
由

本宮市自主的財政健全化計画の見直しを行いました

重点目標1　 住民サービスの維持向上と産
業の振興を図ります。

重点目標2　 借入金を適正な額まで早期に
減らしていきます。

重点目標3　 基本計画事業等を計画的に実
施します。

※ 合併協議の中で、最優先に取り組む事業に位置づけ
された事業

健全化計画における3つの重点目標

※



広報もとみや　平成23年 3月

55

　合
併
の
協
議
の
中
で
基
本
計
画
事
業
や
構
想
事
業
と
な
っ
て
い

る
事
業
な
ど
に
つ
い
て
は
、
見
直
し
を
行
い
な
が
ら
計
画
的
に
実

施
し
ま
す
。
健
全
化
計
画
の
中
で
実
施
を
予
定
し
て
い
る
主
な
事

業
は
次
の
と
お
り
で
す
。

　本
宮
市
の
借
入
金
は
平
成
22
年
度
末
に
約
3
0
6
億

円
と
な
る
見
込
み
で
す
が
、
新
た
な
借
入
を
で
き
る
だ
け

抑
え
、
平
成
32
年
度
末
ま
で
に
は
、
約
2
0
0
億
円
ま

で
減
ら
し
て
い
き
ま
す
。（
借
入
金
に
は
、
※
臨
時
財
政
対

策
債（
約
79
億
円
）が
含
ま
れ
て
い
ま
す
。）

※ 

臨
時
財
政
対
策
債（
臨
財
債
）
:
普
通
交
付
税
の
肩
代
わ
り
と

し
て
の
性
格
を
持
つ
特
別
な
地
方
債（
借
入
金
）で
、
償
還
金

に
相
当
す
る
額
を
交
付
税
と
し
て
国
か
ら
支
払
わ
れ
ま
す
。

　平
成
22
年
度
決
算
後
の
財
政
調
整
基
金（
一
般
家
庭
で

い
う
普
通
預
金
）の
残
高
は
、
前
計
画（
第
1
次
改
訂
版
）

で
は
約
12
億
4
千
万
円
と
見
込
み
ま
し
た
が
、
第
2
次
改

訂
版
で
は
、
約
12
億
8
千
万
円
と
見
込
ん
で
い
ま
す
。

●
借
入
金
残
高
の
推
移

●
財
政
調
整
基
金
の
残
高

　「地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律
」で

は
、
財
政
の
健
全
度
を
判
断
す
る
4
つ
の
指
標
が
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。
本
宮
市
で
は
、
平
成
21
年
度
決
算
に
よ
り

算
出
し
た
と
こ
ろ
、
4
つ
の
指
標
と
も
基
準
値
を
下
回
っ

て
い
ま
す
が
、
※
実
質
公
債
費
比
率
は
高
め
の
値
に
な
っ

て
い
ま
す
。
今
後
、
計
画
的
な
財
政
運
営
を
行
う
こ
と
に

よ
り
、
徐
々
に
比
率
が
下
が
り
、
平
成
23
年
度
決
算
で
は

適
正
値（
18
・
0
%
未
満
）に
な
る
見
込
み
で
す
。

※ 

実
質
公
債
費
比
率
…
毎
年
度
の
経
常
的
な
収
入
に
対
す
る
借

入
金
返
済
の
割
合
。

◆
問
い
合
わ
せ
先 

政
策
推
進
課（
内
線
☎
2
2
4
）

●
財
政
健
全
化
法
に
よ
る

 

4
つ
の
指
標
の
見
通
し

●
計
画
期
間
中
に

　実
施
を
予
定
し
て
い
る
主
な
事
業

分　野 事　業　名

道路・橋梁、
河川関係

・堀切・赤坂線整備事業（名郷橋架け替え）
・大山・松沢線整備事業（安達太良ドリームライン）
・【新規】沢目・愛宕線整備事業
・菅田橋整備事業
・社会資本整備総合交付金事業（旧まちづくり交付金事業）
・生活道路整備事業
・阿武隈川本築堤関連社会資本整備総合交付金事業（旧まちづくり交付金事業）

農業関係 ・農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業 ( 福舞里プラン )
・老朽ため池整備事業（岩根大池）

教育施設関係
・岩根小学校整備事業（体育館改築、校舎増築等）
・公立学校等施設修繕事業
・公立学校等施設耐震化事業（幼保一元化施設建設等）

公共施設関係
・【新規】老人憩の家建設事業
・【新規】本宮運動公園みんなの原っぱ整備事業
・【新規】白沢総合支所周辺環境整備事業

消防施設事業
・防災行政無線のデジタル化事業
・消防ポンプ車整備事業
・消防屯所建設事業

子育て支援事業 ・小学生・中学生医療費助成事業 ( 個人負担分無料化 )
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普通会計（臨財債を除く）

公共下水道・農集排事業特別会計

水道事業会計普通会計（臨財債）

工業用地造成事業特別会計

実質公債費比率
起債制限団体ライン

実質公債費比率
起債許可団体ライン
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●借入金残高の推移

●実質公債比率の推移




